
見附市教育委員会告示第３１号 

見附市自立支援教育訓練給付金交付要綱の一部を改正する要綱を次のように定

める。 

令和６年１２月１２日 

                  見附市教育委員会教育長 渡邊 茂夫 

  見附市自立支援教育訓練給付金交付要綱の一部を改正する要綱 

見附市自立支援教育訓練給付金交付要綱（平成２３年見附市教育委員会告示第４

号）の一部を次のように改正する。 

第２条に後段として次のように加える。 

令和６年８月２９日までに教育訓練講座の指定を受けたものに係る受給要件

については、第２号の規定は適用しない。 

第２条第２号中「児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）による児童扶養

手当又は見附市ひとり親家庭等医療費助成事業実施要綱（平成２年見附市告示第５

２号）による医療費（以下「ひとり親家庭等医療費助成」という。）を受給してい

ること、又はこられを受給できる場合と同程度の所得水準にあること（ただし、給

付金を８月から１０月までの間に申請する者にあっては、１１月以降の児童扶養手

当又は１０月以降のひとり親家庭等医療費助成を受給できる所得水準にあるこ

と。）」を「「母子・父子自立支援プログラム策定事業の実施について」（平成２

６年９月３０日雇児発０９３０第４号厚生労働省雇用均等・児童家庭局通知）に基

づく母子・父子自立支援プログラム策定等の支援を受けている者であること」に改

め、同条第４号中「市長」を「教育長」に改める。 

第３条第４号中「市長」を「教育長」に改める。 

第４条ただし書中「１万２，０００円」を「１２千円」に改め、同条第１号中「授

業料」を「受講料」に改め、同条第２号中「（前条第３号の講座を受給する者）」

を「（次号に掲げる者を除く。）」に、「授業料」を「受講料」に改め、「４０万

円を乗じて得た額」の次に「（この場合１６０万円」を加え、「修学年数に４０万

円を乗じて得た額と１６０万円を比べたいずれか少ない額とする。」を「１６０万

円）とする。」に改め、同条第３号中「前２号」を「前３号」に、「（その額が１

万２，０００円を超えない場合は給付金の支給は行わないものとする。）」を「と



する。」に改め、同号に後段として次のように加える。 

なお、令和６年８月２９日までに修了した当該教育訓練に係る給付金について

は、従前の例によることとする。 

第４条中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

（３） 受講開始日現在において専門実践教育訓練給付金の支給を受けることが

できない受給資格者（指定教育訓練を受講する者）（当該教育訓練を修了した

日の翌日から起算して１年以内に当該教育訓練に係る資格を取得した者であ

って、当該教育訓練を修了した日の翌日から起算して１年以内に就職等した

（当該教育訓練修了時点で就職等している場合を含む）者に限る。）当該受給

資格者が対象教育訓練の受講のために支払った費用（入学料及び受講料に限

る。）の額に１００分の８５を乗じて得た額（その額が修学年数に６０万円を

乗じて得た額を超えるときは、修学年数に６０万円を乗じて得た額（この場合

２４０万円を超えるときは、２４０万円））とする。 

第１０条中「市長」を「教育長」に改め、同条を第１２条とする。 

 第９条各号列記以外の部分中「市長」を「教育長」に、「すでに」を「既に」に

改め、同条第３号中「市長」を「教育長」に改め、「とき」の次に「。」を加え、

同条を第１１条とする。 

 第８条第１項中「市長」を「教育長」に、「前条」を「第８条」に改め、同条第

２項中「市長」を「教育長」に、「第５条第１項」を「第６条第１項」に改め、同

項に次の１号を加える。 

 （３） 第４条第１項第２号に規定する者に対する給付金の支給について、支給

単位期間（雇用保険法施行規則第１０１条の２の１２第４項に規定する支

給単位期間をいう。以下同じ。）ごとの支給を決定することができるもの

とする。その場合、あらかじめ受講対象講座を実施する教育訓練施設に対

し受講証明書（同規則第１０１条の２の４に規定する受講証明書をいう。

以下同じ。）の発行が可能であることを確認するなど、関係機関と連絡調

整した上で、その支給方法を決定すること。 

 第８条を第１０条とし、同条の前に次の１条を加える。 

（給付金の追加支給申請） 



第９条 給付金の追加支給を受けようとする者は、対象教育訓練を修了し、当該教

育訓練に係る資格を取得し、かつ、当該教育訓練を修了した日の翌日から起算し

て１年以内に就職等した後に、教育長に対して、見附市自立支援教育訓練給付金

交付申請書（追加支給用）（別記第５号様式）（以下「交付申請書（追加支給用）」

という。）を提出すること。 

２ 支給申請書（追加支給用）の提出は、対象教育訓練を修了し、当該教育訓練に

係る資格を取得し、かつ、当該教育訓練を修了した日の翌日から起算して１年以

内に就職等した日から３０日以内に行われなければならない。なお、専門実践教

育訓練給付金の支給を受けることができる受給資格者については、専門実践教育

訓練給付金の支給額が確定した日から起算して３０日以内に行われなければな

らない。ただし、やむを得ない事由がある場合には、この限りでない。 

３ 支給申請書（追加支給用）の提出に際しては、次の書類を添付しなければなら

ない。ただし、公募等によって確認することができる場合は、添付書類を省略さ

せることとして差し支えない。 

 （１） 当該母子家庭の母又は父子家庭の父及びその児童の戸籍謄本又は抄本及

び世帯全員の住民票の写し 

 （２） 母子父子自立支援プログラムの写し等自立に向けた支援を受けているこ

とを証する書類（ただし、令和６年８月２９日までに教育訓練講座の指定

を受けたものを除く。） 

 （３） 教育訓練施設の長が、その施設の修了認定基準に基づいて、受講者の教

育訓練の修了を認定する教育訓練の修了を認定する教育訓練修了証明書 

 （４） 教育訓練施設の長が、受講者本人が支払った教育訓練経費について発行

した領収書 

 （５） 教育訓練給付金が支給されている場合は、その額を証明する書類「教育

訓練給付金支給・不支給決定通知書」 

 （６） 当該母子家庭の母又は父子家庭の父が資格の取得をしたことを証明する

書類 

 第７条第１項中「１月」を「３０日」に、「別記第５号様式」を「別記第４号様

式」に、「市長」を「教育長」に改め、同条第２項に次のただし書を加える。 



ただし、公簿等によって確認することができる場合は、添付書類を省略するこ

ととして差し支えない。 

 第７条第２項第１号中「対象講座を修了したことを証する書類」を「教育訓練施

設の長が、その施設の修了認定基準に基づいて、受講者の教育訓練の修了を認定す

る教育訓練修了証明書又は受講者の教育訓練の修了に必要な実績及び目標を達成

していることを証明する受講証明書（第１０条第２項第３号の規定により支給する

場合に限る。）」に改め、同項第２号中「対象講座について支払つた費用の受領証」

を「教育訓練施設の長が、受講者本人が支払った教育訓練経費について発行した領

収書」に改め、同条を第８条とする。 

 第６条第１項中「市長」を「教育長」に、「別記第３号様式」を「別記第２号様

式」に、「別記第４号様式」を「別記第３号様式」に改め、同条第２項中「市長」

を「教育長」に改め、同条を第７条とする。 

 第５条の見出し中「対象講座」の次に「の」を、「指定」の次に「等に関する」

を、「申請」の次に「手続」を加え、同条第１項中「市長」を「教育長」に改め、

同条第２項ただし書中「公簿等」の次に「（マイナンバー制度による情報連携を含

む。以下同じ。）」を加え、同項第１号中「第２条第２号に該当する場合は、児童

扶養手当証書（ただし、８月から１０月までの間に申請する場合を除く。）又はひ

とり親家庭等医療費助成受給者証」を「当該母子家庭の母又は父子家庭の父及びそ

の児童の戸籍謄本又は抄本及び世帯全員の住民票の写し」に改め、同項第２号中「第

２条第２号に該当しない場合は、次に掲げる書類」を「母子・父子自立支援プログ

ラムの写し等、自立に向けた支援を受けていることを証する書類（ただし、令和６

年８月２９日までに教育訓練講座の指定を受けたものを除く。）」に改め、同号ア

からオまでを削り、同条を第６条とする。 

 第４条の次に次の１条を加える。 

（事前相談の実施） 

第５条 受給要件の審査に際しては、事前に受講を希望する母子家庭の母又は父子

家庭の父からの相談に応じるとともに受給要件について把握しておくこと。事前

相談においては、当該母子家庭の母又は父子家庭の父の希望職種、職業生活の展

望等を聴取するとともに、当該母子家庭の母又は父子家庭の父の職業経験、技能、



取得資格等を的確に把握し、当該教育訓練を受講することにより、自立が効果的

に図られると認められる場合にのみ、受講対象とするなど受講の必要性について

十分把握すること。また、受講開始から受講修了までの間に、当該母子家庭の母

又は父子家庭の父に必要な生活支援、就業支援等のメニューを適切に組み合わせ

て支援できるよう、寄り添い型の支援を行うこと。当該母子家庭の母又は父子家

庭の父が受講開始時に入学金や受講料を支払うことが困難である場合には、母子

父子寡婦福祉資金貸付金の技能習得資金等を紹介すること。 



別記第１号様式を次のように改める。 

 

 

 



別記第２号様式を削る。 

別記第３号様式を次のように改め、同様式を別記第２号様式とする。 

 

    



別記第４号様式中「見附市長」を「見附市教育委員会教育長」に改め、同様式を

別記第３号様式とする。 

別記第５号様式を次のように改め、同様式を別記第４号様式とする。 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

別記第４号様式の次に次の１様式を加える。 

別記第５号様式 

  

 

 

 

 

 

 

    

別記様式第６号を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 



別記第４号様式の次に次の１様式を加える。 

別記第５号様式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第６号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

  この要綱は、公布の日から施行し、改正後の見附市自立支援教育訓練給付金交

付要綱の規定は、令和６年８月３０日から適用する。 

 

 

 


